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〜中国経済急成長の落とし穴〜
02e103　阿部ゆかり
はじめに

現在中国は、急速な経済成長と、極めて意義の深い社会的転換を経験している。90年代には、工場生産を急速に増大させ、工場製品輸出が急増したことから、「世界の工場」と呼ばれるようになり、最近の出来事で言えば、2001年末に、中国は正式に念願のWTO加盟を実現した。また2004年末には聯想集団（Lenovo）によるPC事業買収も発表され、このような過去20年間において中国が収めた経済発展の実績を、「人類史上の奇跡」だと驚嘆して称賛する声や、「中国はアメリカを追い抜く」という声が上がっている。日本でも、新聞やテレビで報道されるのは、その成長を物語る記事や映像のみが多く取り上げられ、そのため国民にも、道路に埋め尽くされた自転車の国といったイメージが変化し始め、中国経済の急速な近代化は順風満帆のように見られている。それから現在に至るまで、中国投資ブームの中、中国へ進出しない企業は時代に乗り遅れるかのような印象さえ創り出された。

しかし、その裏では中国における経済と社会の発展はきわめて不均衡なものであるために、今後は非常に複雑で深刻な数多くの問題に直面しているのだ。中国で起きている変化の速さとその意味の深さと同じように、こうした変化によって引き起こされた数々の問題の複雑さも想像をはるかに超えている。今や世界が、5分の1の人口を抱えて急成長するこの国の現状と将来を、興味と不安の入り交じった複雑な気持ちで見つめているのだ。そして最近になってようやく、日本もそれを指摘するようになり始めた。中国の近くに位置するわが国日本は、良い影響だけでなく悪い影響も最も受けやすい国であり、中国の経済急成長には落とし穴があるのだと。日本人も、この落とし穴にはまるのが、経済に関係のある企業のみと客観視してはいけない。実は、私達国民にこそ重大な脅威なのだ。

私は留学や研究を通じて、中国の経済急成長の裏で忘れられがちなその「落とし穴」の部分こそ、中国の大発展の継続を阻むものだという考えにたどりついた。そこで、この中国経済発展はこのままでは続かないという結論へ導く為に、「環境問題」「エネルギー問題」「食料問題」といった、私が考える３大問題を私見とともに論じ、途中、中国という国を身近に感じてもらう為、私の留学経験を載せたいと思う。

初めに、中国の急成長とはどれほどのものなのかといった実態を、具体的数字を含めて簡単に説明する。
第一章　中国経済急成長の実態

一、購買力評価から見る成長

一国の経済的実力あるいは経済規模を、実際の購買力評価（以下PPP）を基準にして、数十ヵ国に及ぶ国々の一人当たりGNP値で評価したものによると、1999年度における206ヵ国および地域の経済規模に関しPPP基準による中国の一人当たりGNPは3291ドルで、206ヵ国の中では第128位となり、世界平均水準（6490ドル）のほぼ半分である。1980年代の初期において、中国の一人当たりGNPは世界各国の後列に並ぶ低水準であったが、上記に紹介した1999年度のデータからは、20世紀末の段階で世界各国のなかで中国の一人当たりのGNPの順位は大幅に繰り上げられ、中位クラスの収入国家への仲間入りを果たしたことがわかる。それは、中国における経済発展のレベル向上に重要な証である。
さらに同じくPPP基準での国民総生産（GNP）の総量をみてみれば、中国のGNPは4兆1122億ドルで、世界各国の中ではアメリカに次ぐ第2位である。世界第3位の日本と比べると、中国のGNPは日本の1.35倍に達している。以上が世界経済に占める中国の実際の経済規模を示す数字であるが、経済規模がそのまま市場規模だとすれば、中国はすでに世界第2の大市場となっているのである。
　二、国民の富から見る成長

次に、国民の富から各国の総合的国力を見てみる。

国民の富を、投資によって形成された資本の蓄積、土地などの生産性財産、農業用耕地・草地・山林・自然保護地・金属埋蔵鉱物・エネルギー資源などの自然財産、労働力の産出および教育投資(人的資本投資)が生み出す収益である人的資産の3種類に分けて評価する評価法に基づいた1994年度における世界92ヵ国の国民の富の評価では、アメリカと日本の一人当たりの国民の富は、それぞれ40.1万ドルと30.4万ドルであり、92ヵ国のなかで第1位と第4位を占めている。中国は、3.7万ドルで第5位となっている。1999年になると、アメリカの一人当たりの国民の富は109万ドルで依然として首位であるが、中国のそれは46万ドルとなり第2位、日本は38万ドルで第3位となっているのである。このような国民の富という指標によって、各国の総合的国力を比較することができるのであるが、経済的先進国および高収入国家の仲間入りを果たしていない中国において世界第2位という経済規模は、注目すべき点である。
三、アメリカとの比較で見る成長

次に、世界最大・最強の先進国であるアメリカと中国とを見てみる。

過去20年間中国は農産物や初歩的産業製品の生産においては、アメリカに追いつき、アメリカを追い越してきた。現在、たとえば穀物・水産品・果物・石炭・鉄鋼・化学肥料などの生産品に関して言えば、中国の年間生産量はすでにアメリカを超えている。

2002年の中国の直接投資受け入れ額は、実行ベースで前年比12%増の527億ドルと米国を抜いて世界一になったのだ（図1-1参照）。


[image: image1.emf]図1-1　中国への世界からの直接投資(実行額)
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アンガス・マジソン氏がPPP基準に基づいて計算したところによると（1998年）、1978年度の中国のGDPはアメリカの23%であったが、1995年度にはこの比率は52%に上昇し、2000年度になるとさらに60.6%に達している。したがって、2015年には確実にアメリカを抜くことになるという。もちろんその時点においても中国の一人当たりGDPは依然としてアメリカの水準より低い。しかし、1995年度の中国の一人当たりGDPはアメリカに10分の1程度であったが、2015年にはその5分の1になる見通しであるのだ。
世界の輸出に占める中国のシェアは、85年から2000年の間に4.5%拡大して6.1%となっている。また、日本の中国からの輸入は2002年度に前年度比11％増の7兆9581億円となり、中国は米国を抜いて日本の最大の輸入相手国になったのだ（図1-2参照）。
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このように、具体的数字から見ても、中国経済は短期間で急速に成長していることが分かる。

次に、経済急成長の「落とし穴」である３大問題が、どのくらい深刻な状況に陥っているのかを、具体的な数字を含め説明し、最終的にそれが中国経済の成長が続かないということになるのかという結論を論じる。

まずは、３大問題の一つである環境問題について述べることにする。
第二章　環境問題
中国の急成長とともに、もう一つ成長してきたものが環境問題である。ここでは、まず第10次5ヵ年計画に見る中国の環境問題と政府の認識について述べたあと、環境問題の現状について説明することにする。
環境問題が中国の命運を左右しかねないことについては、中国政府自身も十分に懸念している。2001～2005年を対象期間とする第10次5ヵ年計画においては「持続可能の発展」を計画の中心に置き、国家政策の様々の局面において経済成長と環境保全の両立達成を謳っている。持続可能な発展の主要目標としては、以下の三つが挙げられている。
1 人口増加は0.9%以内に、2005年の全国の総人口を13億3千万人以内に抑制する。
2 生態系の悪化傾向に歯止めをかけ、森林覆蓋率を18.2%に向上、都市の緑化率を35%向上する。都市・農村の環境を改善し、主要汚染物質の総排出量を2000年より10%減少させる。

3 資源の節約と保護で著しい成果をあげる。

この三つの簡潔な目標に、中国政府の政策プライオリティが表明されているのだ。つまり、中国政府自身も、環境問題の解決なくして経済発展の持続は難しいという見解を持っているということなのだ。
次に、主な環境問題の現状について説明する。
一、資源保護
巨大な人口を擁して急速な経済成長を達成しつつある中国にとっては、資源の不足が大きな脅威である。中国の水資源の総量は2.8兆立方メートルで、世界6位なのだが、中国人一人当たりの水資源分配量は世界平均の4分の1しかなく、これは世界で109番目にあたる。要するに、水資源欠乏国に属するということなのだ。
旱魃と水害は、1990年以後中国各地で続いた。1998年、長江と松花江流域に大洪水が起こり、1999年にもまた大洪水が起こったが、2000年には逆に全国的な旱魃に襲われてしまった。南方では2002年7月と11月にひどい水害が起こり、北方では東北、華北、黄河、淮河、長江流域でひどい旱魃が起こっている。旱魃における被害面積は20年前の2～3倍にもなるのだ。2003年には、黄河に50年来のひどい旱魃が起こった。黄河断流については、80年代の150キロメートルから90年代の300キロメートルへと拡大している。ことに1997年は、700キロメートルにもなり、226日間も干上がっていた。黄河の断流は、1972年にはじまり、だんだんと下流から中流へとさかのぼって、91年からついに毎年起こるようになった。黄河の流水量も年々低下している。50年代には約500億立方メートルの流水量があったが、80年代には200億立方メートルにまで激減した。このように、中国の水不足は年々深刻化しているのである。そこで、黄河断流の解決策として登場したのが、黄河水量の20倍もある長江から、運河を通じて黄河に給水し、北部の水不足を緩和する「南水北調」という巨大プロジェクトが重視されている。しかし、WHOの報告では、長江流域ではB型肝炎が流行り、90年代初頭には約1億人の感染者があったというし、2002年には7億人以上が感染しているともいわれ、そんな長江から水をひいては、肝炎が黄河流域にまで蔓延すると、流域住民が反対しているため、なかなか工事はスムーズには進んでいない。
第10次5ヵ年計画では、水資源について、節水型産業を発展させ、節水型社会を確立すること、都市建設と工農業配置は水資源の受容能力を考慮して行うこと、農業灌漑用水の利用効率を高めること、流域単位での河川管理の強化と水源保護を強化すること、地下水の過剰汲み上げを厳格に抑制することなどが掲げられている。また、耕地保護という基本国策を堅持しつつ、森林の伐採管理強化、乱伐とむやみな開墾の禁止、草原の放牧期間・禁止地域の設定と輪番放牧制度の厳格な実施、過剰放牧の防止を図るとしている。さらに、廃物資源の回収利用強化、廃物処理の産業化、廃棄物の有用資源化の促進も掲げられている。
二、水質汚濁
中国最大の河川・長江には、毎日5000余トンの廃水が流れ込んでいる。毎年200億トンの工場廃水、70余トンの農薬を含む農業用水、大量の固体廃棄物質、都市生活の汚水、さらには糞尿が直流するため、今や長江は中国最大の排水溝になってしまっている。沿海地域の70%は水質汚染に犯されている。また、マングローブ伐採による汚染は66%の地域で生じている。そして、90年代末からはサンゴ礁汚染が進み、海地域では赤潮が発生し、渤海はすでに死の海になりつつある。

河川や湖沼の汚染もきわめて深刻である。中国では、全国で毎年600億トンもの排水や汚水が出るが、そのうちの80%は未処理のまま直接水域に排出されている。そのため、中国の水質汚染は悪化する一方であり、全国の湖沼の75%はすでに汚染されている。

1998年に行われた河川調査では、700余トンの河川の計10万キロほどが汚染されているという結果が出た。汚染の程度は、軽汚染が33%、中汚染が13.7%、重汚染が16.9％である。飲料水は90%、地下水は50％もが汚染されており、太湖の水はすでに飲用できなくなっている。そして現在、上海で国家基準を満たしている飲用水源はわずか1%しか残っていないのである。

三、砂漠化
中国の地図を開いてみれば、国土の西半分と北辺は砂漠と山岳である。首都北京から西部の蘭州や西安行きの飛行機に乗って離陸後30分もしないうちに、眼下は緑のまったくない茶色の大地である。中国の砂漠化現象は深刻であり、砂漠化する面積は毎年広がっている。2002年までに砂漠化した土地は267.4万平方キロメートルであり、これは全国の土地面積の27.9%にあたる。面積比率だけではその深刻さがわかりにくいかもしれないが、1年に日本の都道府県のひとつが消え続けていると考えてもらえばよい。1997年の時点で砂漠化した国土面積は、全体の27.3%であり、草地の退化は全体の56.6%と、半分以上にも達していた。2000年に公表された「中国環境状況公報」によれば、中国国内の草地の90%は退化しつつあるという。退化にもそれぞれ程度があるが、全国草地面積の半分ほどは中程度の退化が進行している。また、全国の草地において三化（退化、砂化、塩化）している地域は、毎年200ヘクタールの規模で進んでいるとも言われている。

砂漠化をもたらす原因は、脱栄養素、乾燥、塩害、風食、水食などが重なりつつ進行している複合的なものなのだ。灌漑農法も、土地の退化、砂漠化を招く要因のひとつである。
3、 ごみ問題

都市のごみ処理は遅れている。無害化率は58.5%（1998年）で、40%は処理されずに野積みにされている。衛生埋め立ての施設が大幅に遅れている。都市のごみの量は国内総生産（GDP）の増大にほぼ比例して増大しており、96年4月の「固体廃棄物環境汚染防止法」の施行以来、単なる収集・運搬から全体的管理（減量化・資源化・無害化）に重点を置いた近代的な都市ごみ処理を開始した。

「中国と統計年鑑」(1998年)の数字によれば、全国688の都市のごみは平均年産1億余トン、しかも年8～10%のスピードで増え続けている。ごみの堆積はすでに60億トンに達し、全国200の都市がごみに包囲されている。その一つの中国広東省の潮陽市貴嶼は、出稼ぎ労働者たちの間で、「カネになる土地」として知られている。そこには、ごみの山がある。1トンの電子基板からは約500グラムの金、130キログラムの銅がとれる。この土地で再利用に回される金属は、年間20万トン、プラスチックは15万トン以上だ。ここでの作業員は、北京での条件のいい出稼ぎ仕事とほぼ同じ60元の日当たりが入るのだ。中国に、日本、欧米など先進国の「ごみ」が飲み込まれている。急成長に伴い、古紙、鉄くずなどの輸入量は急増し、過去10年で20～50倍以上に跳ね上がった。米国の電子ごみの8割はアジアに運ばれ、そのうち9割が中国に持ち込まれているのである。いわば、中国は世界のごみの終着地だ。資源リサイクル網は、もはや中国抜きには成立しないとも言われている。
四、世界順位
ここに述べてきたように、中国の環境問題はとても深刻で、1999年環境保護関係機構の測定によると、中国335都市のなかの40.5%の都市は、中度または厳重な汚染を受けていることも分かっている。中国の環境問題が深刻だということは、世界的に見ても明らかである。1998年、WTOが世界54ヵ国の272都市で行った大気汚染調査によって、中国は最厳重汚染国家であることが証明されたし、さらに、世界10大気汚染都市のうち、2位のミラノ、5位のメキシコ、10位のテヘランを除いた7都市は、すべて中国の都市であるということが明らかになった。
五、近隣国への影響

近隣国への影響に関しても、2000年春の黄砂が北京や華北を襲った後、南京、上海など20近くの大都市に降り注ぎ、韓国のソウルや日本、台湾にまで被害が及んだことは、中国の環境問題の影響が近隣国にも及んでいるということを物語っているのではないだろうか。実際、最近の九州大応用力学研究所の鵜野伊津志教授らの研究グループの発表によると、私も住んでいる九州で、中国の大気汚染の影響で光化学スモッグの原因となる大気汚染物質オゾンの濃度が日本でもしだいに高まり、2020年には九州が首都圏を上回るとの推計がでている。大陸からの風でオゾンが飛来し、地理的に近い九州が大きな影響を受けるというのだ。その影響は、健康被害のほか、稲作などの農業物に大きな打撃を与える恐れもあるそうだ。

中国の深刻な環境問題は、私達にもいつ降りかかるか分からないとても恐ろしい状況なのだ。それを知らずに、中国の経済成長を見守っていては、いつか突然影響が及ぶのだ。このような問題があることをよく理解して、もう一度中国を見てもらいたい。そして、中国にしろ日本にしろ、国境を越えた対策が急務である。
次に、少し３大問題から外れ、中国という国を全体的に見るのではなく、私が実際に住み、歩き、感じたことを通じて、中国をより身近なものとして感じても私の留学経験を述べたいと思う。そして最後には、身近なことからも見えてくる中国の問題点も論じる。
第三章　私が見た中国
私は、2005年の2月から一年間、中国の上海への語学留学を経験した。ここでは、その留学を通じて見えてきた中国から検討したいと思う。
現在私たちは、子供の頃からゲームや漫画などを通じて「三国志演義」とか「西遊記」を読み、日常生活でよく使う名言・成語にしても、中国故事にならったものが多く、そもそも漢字自体中国から伝来したということもあり、何かしら奇妙な親近感を抱き、その結果ある誤解を生んでいる。中国人と日本人とは割りと近い民族で、考え方や趣味趣向なども似ているのではないかと。実際私もそのように思っていた。同じく箸を使い、家では靴を脱ぎ、学校給食でも中華料理が出され、子供の頃から最も近い国のような印象を持っていた。

しかし、中国で一年間生活してみて感じたのは、近くて遠い国だということだった。私は中国留学する前の大学２年生の時、イギリスへ一ヶ月ホームステイに行ったことがあるのだが、時差が９時間もあり、町並み、文化、習慣と全く違うこのイギリスでさえ、中国へ渡った時程のカルチャーショックは無かった。恐らく、一度でも中国を訪れたことがある日本人なら、同じように感じるのではないだろうか。

では何が違うのか？それは、身近に付き合うまでもなく、中国の町を歩き、その立ち振る舞いや食事の仕方、買い物の仕方などを観察するだけですぐに分かる。

中国の町を歩けば、一見整った道路も、至る所のコンクリートは剥がれ、ごみだけでなく食べ物や串がたくさん散らばっている。人に目を移せば、老若男女問わず道路に唾を吐き、身なりの整った人もいれば、汚れた服をまとって大きな袋を抱えている人もいれば、道路脇や歩き回って物乞いする人も珍しくない。隣の車道に目をやると、狭い道路で少ない立派な日本製・外国製の車と、所々壊れている汚れた車、そして大量のタクシーとバスによる交通渋滞が起こり、その車からは渋滞に苛立った運転手達が大きなクラクションを鳴らし続けている為、大きな音が止むことが無い。一般的な中華料理店に入ると、無表情なウエイトレスが、多くの客に苛立ちながらやってくる。出された皿やコップは、紙ナプキンで拭くか、自分でお茶などを使って洗ったほうがよいと中国人に教えられた。テーブルクロスは毎回変えられる。それは、取り分ける時にこぼれるからなのと、料理の肉や魚からの骨を、皿ではなく机にそのまま吐き出してしまうからだ（少し高級な店や、日本料理店などではこのようなことは少ない）。露店で買い物をする時は、必ず値切り交渉が必要だ（私は無理だったが、現地の中国人は普通のデパートでも値切るという）。正規の値段で売られていることはまず無いと考えていいだろう。値切り交渉の最中に喧嘩があるのもしょっちゅうだ。私などの外国人は、「日本人なんだからお金持っているだろ」とよく言われ、最初の値段を10倍の価格で売りつけようとすることも珍しくなかった。また、すぐ目につくところには本当に価値のあるものは置いていないこともある。お店の人が客を品定めして、この人だったら見せてもいいとなると、奥のほうからほんとうに売りたい物、価値のある物を出してくるのだ。偽物もいたるところに売られてあり、キャラクター物からブランド品からＤＶＤからなんでもあった。むしろ本物がどこに売ってあるのかを探す方が難しいほどである。ここでは言い尽くせないほどだが、これだけでも中国と日本との違いを少しは理解できたのではないだろうか。

さて、ここでは上で話してきた中国を踏まえて中国を検討する。これまで話した中国の中からも、私が中国の経済成長はこのまま続かないという根拠がある。まず、中国人の礼儀の問題である。上にも述べたが、「唾を吐く」とか「クラクションを鳴らし続けている」とか「無表情のウエイトレス」とかに見られるように、礼儀の欠如がいたるところに見られる。これが仕事に関わることになったらどうだろう。中国企業同士なら問題ないだろうが、これからは日本を含めさまざまな外資系企業と関係してくるとなると、このままでは危ない。挨拶の時に笑顔が無い、隣を歩いていると唾を吐かれる、送迎される時の運転手がクラクションを鳴らし続けている。これだけで関係を切られるということはないだろうが、特に礼儀を重んじる日本には確実に悪い印象を与える。2008年の北京オリンピックでは、外資系企業の参入が期待されているが、礼儀の欠如はそのためにも解決が不可欠なものである。また、偽物の普及という問題では、あの日本を代表する企業である豊田自動車でさえ、大きなマーケットであるはずの中国参入に慎重だったのは、技術やデザインを真似されることを恐れたからだ。某化学メーカーの企業でも、中国市場は魅力的だが、中国に工場を創ればすぐに真似されてしまうということで、この先も中国への参入は考えていないそうだ。最近になって、偽物商品への取り締まりが厳しくなり、偽物市場や品物がどんどん消えているが、長年当たり前のようにあったものが突然消え、またあれだけの偽物を無くすには長い時間と困難をようするだろう。そして、それを商売にしている人たちは職を失うわけだが、失業保険制度は整備されたばかりで、上手く機能していないということもあり、失業者増加の問題悪化に拍車をかけることになる。

次に、３大問題の二つ目のであるエネルギー問題について、中国のエネルギー事情を説明することにする。

第四章　エネルギー問題
一、中国の石油

中国は、石油資源の枯渇に瀕し、1993年からは石油輸入国へと転落した。それからは毎年4%前後の増加率で輸入を続けている。1999年は4000万トンを輸入しており、これは全世界消費量の2割にあたる量だった。2002年には、ついに世界最大の石油輸入国となった。この勢いでいくと、2005年には2億4000万トンを輸入することになるだろうと予測されている。中国国内では現在、すでに深刻なエネルギー不足が問題化している。中国は経済の急成長に伴い、国内のエネルギー資源を使い果たしてしまった。今後は、海外からのエネルギーに頼らざるを得ない。国際エネルギー機関の予測では、中国の石油輸入量は2000年には1日あたり140万バレルだったが、2010年には400万バレル、2020年には800万バレルと急増するだろうという。エネルギー資源の一人あたりの分配量は世界平均の60%しかない。90年代に入ってからは、石油と天然ガスの輸入依存度が急激に高まり、現在では世界最大の石油輸入国となっている。国土と人口が巨大なために、エネルギー消費量が多いのは仕方ない。しかし、必要以上に中国はエネルギーを浪費しており、それによって環境汚染も加速しているのだ。
二、中国のエネルギー効率

その原因は、中国のエネルギー利用効率の悪さにある。たとえば再利用率でみると、鉱山と木材は40～50%、化学原料は33%、工業用水は30%以下、鉄鋼は20%以下、各種廃棄物も20%以下となっている。中国のエネルギー使用効率は、アメリカの4分の1で、日本の9分の1という低さだ。省エネに向けた技術革新の努力をいっさい怠っていたのだから、それも当然だろう。しかし、あれだけの国土と人口を有しているという自覚を持ち、省エネルギーを最優先課題として取り組んでもらわなければ、地球資源は中国によって食いつぶされてしまうかもしれない。
　
[image: image3.emf]中国が世界全体に占める割合（90年頃）
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三、エネルギーと環境問題との関係

次に、エネルギー浪費問題が環境汚染を加速させることについて説明していく。
化石燃料、特に石炭の消費は大気汚染、地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出をも　たらす。今や米国に次ぐ世界第2のエネルギー消費国にとなった中国の動向は、地球温暖化対策のための国際的取組みにおいても決定的に重要な意味を持つ。中国は、2002年8月、温室効果ガス排出削減に関する京都議定書を批准した。議定書から離脱した米国を横目に見た動きである。図1-3は、中国の経済成長とエネルギー消費の変化を日本と比較したものであるが、中国の単位生産当たりのエネルギー消費効率は先進国に比べて極端に低く、まだまだ改善の余地がある。

図1-3　中国のGDP・人口・エネルギー消費・CO2排出量
	
	
	中国
	日本
	米国
	世界

	1973年
	GDP(10億ドル)
	155
	2,561
	4,011
	15,755

	
	人口(100万人)
	882
	108
	212
	3,891

	
	一次エネルギー消費　（石油換算100万トン）
	264
	324
	1,736
	5,445

	
	CO2（炭素換算100万トン）
	264
	245
	1,288
	4,310

	1999年
	GDP(10億ドル)
	964
	5,356
	8,582
	32,607

	
	人口(100万人)
	1,254
	127
	278
	5,948

	
	一次エネルギー消費　（石油換算100万トン）
	875
	515
	2,270
	8,799

	
	CO2（炭素換算100万トン）
	834
	320
	1,542
	6,234


しかし、それにも限界がある。生産拡大は必然的にエネルギー需要の拡大をもたらさざるを得ないからである。

これまでいろいろと中国の問題を述べてきたが、まだいまいち日本への影響や脅威の点で、伝わらないかもしれない。これから、３大問題の最後の食糧危機について述べるのだが、「食料危機＝中国が世界を食い潰す」恐れと考えてもらえば分かりやすいかもしれない。そして、この問題こそが、もっとも重大な問題であるかもしれない。
第5章 食料危機

　一、中国の食料
中国の人口は現在約13億人で、その13億人の民は、いまのところさほど贅沢をしていない。そのため、中国においては今もまだ、平均カロリー摂取量の約80%は穀物からだ。しかし、現在も食肉と鶏卵の消費量が急増しているので、もうしばらくするとかなりたくさんの肉を食べるようになるだろう。そうすると、トリや豚や牛の消費が今よりも増えるわけだが、その食肉用の動物の餌はもちろん穀物なのだ。人間が直接に穀物を食べた場合と、穀物を食べた動物を人間が食べる場合とでは、消費するエネルギーの量が大きく異なる。穀物をトリや豚や牛に食べさせて、その動物を食べるということは、非常に効率がわるい。大体の目安を示すと、豚肉1㎏を摂るためには４㎏の穀物を必要とし、牛肉１㎏を摂るためには7㎏もの穀物を必要とするといわれているのだ。
二、アメリカと中国の食料比較

話題となった「地球白書1995～96」（レスター・R・ブラウン編著、澤村宏監訳、ダイヤモンド社）によれば、中国における一人当たりの豚肉消費量は、1995年においては21㎏に対し、アメリカは28㎏だから、豚肉においては米中はかなり近づいてきたということだろう。しかし、牛や鶏などを含めた家禽肉全体では、中国はまだアメリカの10分の1ほどにすぎない。中国は、「西暦2000年までに国民一人当たり年間200個の卵を食べさせる」ということを公式目標としているが、これを実現するためには13億羽の鶏が必要となり、その鶏が食べる飼料は、新たに2千万トンは必要になるとのことである。現在のアメリカの穀物消費量は全部で2億トンちょっとであるから、2千万トンの穀物というのは、アメリカが1年間に消費する全穀物の約1割にあたるわけであり、中国人が年に200個、月にするとたかだか16～7個の卵を食べるようになれば、それだけの穀物があっというまに消費されてしまうということになるのだ。今でこそ肥満も高血圧もきわめて少ない中国は、もう少し国民の年収が増えてくると。やはり今の先進資本主義国と同じような食生活パターンになると考えられる。現在では、その中国が毎年二桁もの経済成長をしているわけだから、消費する食料の内容が穀物から肉や卵に大きくシフトするのは当然で、ただでさえ人口が増える中国は、そのことによって穀物消費量がかなり増えてしまうのだ。
現在もこれからも、世界最大の穀物輸出国がアメリカであることは変わらないだろうが、中国がこのまま経済成長を続けていけば、決してそう遠くはない将来に、（単純計算でいけば）アメリカの全穀物輸出量に匹敵するほどの穀物の輸入を、中国一国が行う可能性は極めて高いのだ。中国は、改革・開放政策を打ち出した1978年頃に、それこそ革命的な農業改革を行うことに成功した。それまでは生産隊が所有していた土地を、個々の農家のものとしたのだ。そのことにより、農民の生産意欲は増大し、わずか6年後の84年にはじつに5割もの増収を達成することになった。その時点で、穀物の輸出についてはアメリカには及ばないものの、穀物の生産高においてはアメリカを追い抜いてしまったほどである。そのイメージがあまりにも強烈でありすぎるため、中国というと穀物の豊かな国であると思いがちであるが、その後に沿海部を中心として凄まじい勢いで経済発展を遂げ、中国の食糧事情は様変わりしてしまったのだ。

最後に、これまでの研究を基に、中国の経済発展が持続しないという結論を述べる。

第六章　結論
　これまで述べてきたように、３大問題の「環境問題」「エネルギー問題」「食料問題」が、どれほど深刻であるかが分かったと思う。では、それらがなぜ中国経済成長の妨げになるのか。
　
　一、環境問題とエネルギー問題の壁

まずは環境問題と、環境問題と関係のあるエネルギー問題を合わせて説明する。

環境問題は、いずれは甚大な被害、あるいは被害修復にかかる膨大なコスト負担のために、エネルギー問題は、中国という国の巨大さのため、中国が一度輸入国に転落すると、それは世界の市場に大きな影響をもたらさずにはおれないために、やがては経済成長にブレーキがかかるのではないかと考えられる。

ある国や地域にとってどんな環境問題が重要かは、その国や地域の経済発展水準に依存する面が大きい。貧しいときにはさほど重視されていなかった問題も、生活レベルが向上し、国内外の情報へのアクセスが高まるにつれて、社会にとっての重要問題となり、人の健康、人命の価値が、上昇してくる。環境汚染対策に要求されるレベルも高くなり、それは対策コストの上昇、製品価格の上昇へとつながるのだが、環境汚染による経済損失も多額であるのだ。例えば、酸性雨による被害面積は国土面積の約30％に及び、農作物、森林、建築物などに大きな被害をもたらし、広東、広西、貴州、四川の各省などではその影響で食料生産高が5～10%減少しているという。このほか、都市大気汚染による健康影響や工場排水による生態系の影響なども金額に換算すれば甚大とみられる。中国は、改革開放によって先進国からの資本と技術を導入し、安い労働コストを武器に世界の市場に輸出攻撃をかけている。中国脅威論も台頭する中で、環境問題が中国との戦略的取引材料になることも予想される。汚染を放置することによって価格競争力を維持することは今後難しくなるに違いないし、世界貿易機関を舞台とした環境と貿易の議論については、中国は安閑としてはおれないはずである。第9次5ヵ年計画期間中（1996～2000年）における全国の環境保護投資はGNPの0.93%であった。また、この期間中に、環境保護のために使用した外資（海外からの援助・借款など）は40億ドルであった。第10次5ヵ年計画期間中においては、環境保護投資をGNPの1.3%にまで高める計画である
（図1-4参照）が、決して十分とはいえない。

下水道であれごみ処理であれ、広大な面積と人口を有する中国の全土でこれを行うには　膨大な資金が必要である。第10次5ヵ年計画期間中に必要な環境投資は、図1-4に示すように総額7千億元（GDPの1.3%）と試算されている（下水道1千億元、廃棄物650億元、都市大気汚染総合対策1150億元）。この資金を財政でまかなうのは難しいのである。

また、エネルギー問題については、これまでの中国の石油需要の急増は、1990年代の経済高度成長に刺激され、90～98年の間の需要の伸びが平均で7%の増加率となっていた。一方で、中国の石油生産は総量で90～98年の年平均増加率で2%にとどまっており、輸入量を増加させることで需給バランスを維持しているのが現状である。将来は中国の場合、日量で130万バレルの不足が予測されている。
	
	環境保護投資

（億元）
	GDP

（億元）
	対GDP比率

（%）

	1995年
	355
	57,258
	0.62

	1996年
	408
	68,000
	0.60

	1997年
	502
	73,500
	0.683

	1998年
	723
	78,586
	0.92

	1999年
	820
	82,054
	1.0

	2000年
	1,060
	96,363
	1.1

	第9次5ヵ年計画合計
	3,600
	387,096
	0.93

	第10次5ヵ年計画合計
	7,000
	-
	1.3


図1-4　中国における環境保護投資の状況

以上から、中国がこのまま成長路線をひた走れば、現在すでに深刻な環境問題がさらに深刻化し、対策費用は増大し、またエネルギー不足から、それは成長への足かせになるに違いないとの見解が出てくるのだ。
環境問題により、既に中国国民が受けている代償も大きい。NGOの数年前の調査によると、地区の小学生の8割が呼吸器系の異常を訴え、結石、皮膚病患者も多発していた。貴嶼では、廃棄物処理後の薬品の垂れ流し、不法投棄、野焼きなどが続き、この街の水は飲めなくなり、朝から晩まで約20台の給水車が訪れ、水を売っているのだ。2004年には中国国家環境保護総局が、二酸化硫黄、一酸化炭素などの大気汚染が原因とみられる呼吸器障害や循環危機障害、気管支炎で死亡した国内の都市住民が計35万8千人に上ることを明らかにした。都市住民1万人当り平均6人が死亡した計算になり、中国の環境汚染の深刻さを浮き彫りにした。
また環境問題の解決は、世界の要求でもあるからである。第二章での数値が示すように、中国の環境問題は深刻で、国家情報会議では「中国の水問題こそ、冷戦時代のソ連の軍事力に匹敵するほどの世界の不安定要因である」と断定されたほどだ。水問題だけで見ても、資源としての水希少価値が世界で深刻に議論されるようになり、1997年にはアルゼンチンで初めて国際水会議が開催され、1992年1月には、水と環境に関する国際会議として「ダブリン会議」の開催、1997年3月に第一回「世界水フォーラム」がモロッコ・マラケシュで開催され、第二回を経て2003年3月には京都、大阪、滋賀でこれが開催され、世界182カ国から2万4000人もの人が参加した。この直前には佐賀県でも、サテライトミーティングが開かれている。水問題以外にも、1992年6月に、環境と開発に関する国連会議として「地球環境サミット」が開催されている。このように先進国が環境問題の解決を重要視し、精力的に行っている中、中国だけがこれを無視する訳にはいかない。先進国の仲間入りを目指す中国にとって、環境問題の解決は不可欠なのだが、それを解決する方法が現在のところ難しい。
以上から、中国がこのまま成長路線をひた走れば、現在すでに深刻な環境問題がさらに深刻化し、対策費用は増大、世界からは早急に、そしてその内容は厳しくなる一方なのだ。またエネルギー不足から、それは成長への足かせになるに違いないとの見解が出てくるのだ。
二、食料問題の壁

経済的に豊かになった13億人もの中国人を充分に食べさせていけるだけの食料など、中国にはもちろん世界にもおそらく無いだろう。中国は、1993年における対米貿易だけでも230億ドルの黒字を記録していて、その後も経済は成長しているわけだから、食料を輸入するお金には困らない。すると、それまではどこかの国や地域に回されていた穀物の値をつりあげて中国が買うということになりかねない。多少高くなっても穀物を輸入できる国は食べていけるが、お金のない国は餓死するしかないということになってしまう。それに、もしそうなったときには、アメリカ国内の消費者が黙ってはいないだろう。

アメリカだけではない。アフリカや南米などの貧困国で食糧不足が起きれば、反政府運動などが起こる可能性もあり、治安の悪化につながる恐れもあるのだ。

自給率の低い、先進国である日本や韓国も、食糧を輸入に頼っているが、このどちらの国も、中国よりはるかに小さな領土と人口である為、食料自給率の低さが世界に与える影響は中国と違い少ないのだ。

そして、この食糧問題とも関連してくるのが環境問題でもある。中国が経済的に豊かになるにつれて、食料消費量も増加することは分かったが、そもそも食料を生産するのに最も必要な物は何か。水である。食料に使われた水を仮想水というのだが、第二章で述べたように、中国の水資源の問題は深刻であり、どれだけ食料を生産できる状態が整っていても、水が無ければどうしようもない。世界的にも、世界人口の5分の1（約13億人）が安全な水を利用できてない状態なのだから、中国の影響によっていままで食料のみに課金されていたのが、仮想水にも課金されるということが本当に話されているのだ。そのような事態はまだ先のことだとは思うが、中国の食料問題の解決は環境問題と同様、世界からも要求されることとなると、食糧消費量増加の要因である経済成長も見直さなくてはならなくなることから、成長の妨げになってくるのだ。
最後に

中国は、世界最大の国土と人口とを持つがゆえに、その分経済的可能性と不安定さも兼ね備えている。しかし、そんな可能性を秘めた中国に対し、やはり私はこのままの経済成長を続けることはできないと考える。それは、環境問題やエネルギー問題、食糧問題などの深刻さももちろんのこと、それだけではなく他にも中国には、共産主義体制、農村と都市の格差などといった、様々な難点をいくつも、しかも同時に抱えているからである。その難点が改善されるのが先か、発展に歯止めがかかるのが先か、それによって数年後の世界経済は全く違った道を進んでいるだろう。
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